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１．四半期業績の概況の作成等に係る事項 
①会計処理の方法の最近連結会計年度における認識の方法との相違の有無 ： 有 
税金費用は簡便法により計算しています。 
②連結及び持分法の適用範囲の異動の状況   ： 無 
③公認会計士又は監査法人による関与の状況 ： 無 
 

２．平成 16 年 3 月期第１四半期の業績概況（平成 15 年４月１日～平成 15 年 6 月 30 日） 
（1）経営成績（連結）の進捗状況 （百万円未満切り捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16 年 3 月期第 1 四半期 17,068 － △52 － △8 － 

15 年 3 月期第 1 四半期 － － － － － － 

（参考）15 年 3 月期 86,867 － 1,836 － 1,975 － 
       
 

当期（四半期）純利益 1 株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 1 株当たり

当期純利益 
 百万円 ％ 円 銭 円 銭 

16 年 3 月期第 1 四半期 △34 － △2 45 － － 

15 年 3 月期第 1 四半期 － － － － － － 

（参考）15 年 3 月期 1,032 － 83 62 － － 
（注）当該四半期より四半期業績の開示を行っているため、前年同四半期実績及び増減率については記載していません。 
 

 （参考）四半期個別経営成績等の概況（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 6 月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16 年 3 月期第 1 四半期 15,765 △9.2 △88 － 43 △32.5 

15 年 3 月期第 1 四半期 17,361 △12.0 △24 － 64 220.9 

（参考）15 年 3 月期 78,632 － 1,164 － 1,386 － 
（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しています。 

 
（2）財政状態（連結）の変動状況 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

16 年 3 月期第 1 四半期 29,329 9,037 30.8 738 54 

15 年 3 月期第 1 四半期 － － － － － 

（参考）15 年 3 月期 32,657 9,281 28.4 757 02 
（注）当該四半期より四半期業績の開示を行っているため、前年同四半期実績及び増減率については記載していません。 
 

３．平成 16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年４月１日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

  百万円  百万円  百万円 
中間期 39,693  784  540  

通 期 85,168  1,996  1,035  
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 84 円 56 銭 
（注１） 平成１５年５月１２日に発表いたしました当初の業績予想と変更はありません。 
（注２） 業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は様々な要素によ

り異なる結果となる可能性があります。 



 
 

 

 

 

［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期（平成15年４月１日から同６月30日まで）の経営成績は､ＳＡＲＳの影響による航空関連

事業及び空港店舗事業の減収などにより､連結売上高17,068百万円となり､営業損失は52百万円、経常損失

8百万円、当期純損失34百万円となりました｡ 

また、個別の経営成績（JALUX単体）では、売上高15,765百万円(前年同期比90.8%)、営業損失 

88百万円、経常利益43百万円(同67.5%)となりました｡ 

前第1四半期及び当第1四半期ともに営業損失の計上となりますが､これは､生活関連事業における食品

(贈答品)や通販事業(季節商品)、顧客サービス事業における店舗事業などの収益の比重が夏季及び冬季に

高いためです｡ 

なお、平成16年３月期においては、特に第１四半期における航空旅客数減少の影響を期初より見込んで

いますので、平成15年５月12日発表の、平成16年３月期業績予想(連結･個別)につきましては､修正を行っ

ていません。 

 

セグメント別の概況は以下の通りです｡なお、各業績数値は、セグメント間売上高または振替高及び配

賦不能営業費用を調整前の金額です。 

航空関連事業では、客室用品の調達事業などが順調に推移いたしましたが、航空機部品や中古航空機の

販売は減収となり、売上高4,866百万円、営業利益252百万円となりました｡ 

生活関連事業では、カタログやWebによる一般顧客向け通信販売などが順調に推移いたしましたが、雑

貨･宝飾類の卸販売の減収により、売上高4,851百万円、営業損失75百万円となりました｡ 

顧客サービス事業では、印刷・メディア事業が順調に推移いたしましたが、旅客数の減少に伴い空港一

般店舗及び空港免税店は減収となり、売上高7,477百万円、営業利益374百万円となりました。 

 

［財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期末（平成15年６月30日）の総資産は、平成15年３月期末と比べ3,327百万円減少し、29,329

百万円（前期末比89.8％）となりました。主な減少の内訳は、現金および預金の減少952百万円、受取手

形および売掛金の減少2,397百万円と、支払手形および買掛金の減少2,018百万円です。 

また、株主資本は244百万円減少し、9,037百万円（同97.4％）となりました。 

これらの結果、株主資本比率は2.4ポイント改善され30.8％となりました。 

以上 

 

（添付資料） 

１. 四半期要約連結貸借対照表 

２. 同 要約連結損益計算書 

３. 同 事業の種類別セグメント情報 
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［添付資料］ 

1.要約連結貸借対照表 

 
当第１四半期 

（平成15年６月30日） 
前連結会計年度 

（平成15年３月31日） 
対前年期末比 

区分 金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減 
(千円) 

（資産の部）      

流動資産      

現金及び預金 2,594,010  3,546,966   

受取手形及び売掛金 8,609,727  11,007,332   

たな卸資産 5,231,597  5,181,334   

その他 2,143,333  2,075,161   

  貸倒引当金 △26,935  △26,792   

流動資産合計 18,551,734 63.2 21,784,003 66.7 △3,232,269 

固定資産      

有形固定資産 4,461,806 15.2 4,568,302 14.0  

無形固定資産 485,118 1.7 482,024 1.5  

投資その他の資産      

投資有価証券 2,059,566  2,076,712   

長期貸付金 1,078,203  1,091,441   

長期差入保証金 2,053,411  2,028,640   

その他 792,816  779,599   

貸倒引当金 △153,022  △153,863  

投資その他の資産合計 5,830,976 19.9 5,822,531 17.8 
 

固定資産合計 10,777,901 36.8 10,872,858 33.3 △94,957 

繰延資産 237  237   

繰延資産合計 237 0.0 237 0.0 － 

資産合計 29,329,872 100.0 32,657,099 100.0 △3,327,226 

（負債の部）      

流動負債      

支払手形及び買掛金 7,985,600  10,004,261   

短期借入金 2,949,740 
 
 

2,896,394   

一年以内償還社債 350,000  350,000   

未払費用 1,301,221  1,702,868   

その他 1,994,660  2,818,316   

流動負債合計 14,581,221 49.7 17,771,841 54.4 △3,190,619 

固定負債      

長期借入金 4,592,440  4,448,890   

退職給付引当金 125,394  109,095   

その他 465,512  488,530   

固定負債合計 5,183,347 17.7 5,046,516 15.5 136,830 

負債合計 19,764,569 67.4 22,818,358 69.9 △3,053,789 

（少数株主持分）      

少数株主持分 528,042 1.8 557,391 1.7 △29,349 

（資本の部）      

資本金 2,558,550 8.7 2,558,550 7.8  

資本剰余金 661,250 2.3 661,250 2.0  

利益剰余金 5,906,311 20.1 6,148,284 18.8  

その他有価証券評価差額金 △11,034 △0.0 △11,034 △0.0  

為替換算調整勘定 △72,936 △0.3 △70,852 △0.2  

自己株式 △4,879 △0.0 △4,847 △0.0  

資本合計 9,037,260 30.8 9,281,349 28.4 △244,088 

負債、少数株主持分及び資本
合計 

29,329,872 100.0 32,657,099 100.0 △3,327,226 
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2.要約連結損益計算書 

 
当第１四半期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日） 

前第１四半期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年６月30日） 

対前年同期比 

区分 金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

増減 
（千円） 

 売上高 17,068,008 100.0 － － － 

 売上原価 13,086,097 76.7 － － － 

売上総利益 3,981,910 23.3 － － － 

 販売費及び一般管理費      

給料及び手当 1,668,687  －   

退職給付費用 69,789  －   

賃借料 796,024  －   

減価償却費 85,921  －   

役員退職慰労引当金繰入額 13,174  －   

その他 1,400,656  －   

営業損失 52,343 △0.3 － － － 

 営業外収益      

受取配当金 28,388  －   

為替差益 9,778  －   

その他 34,851  －   

 営業外費用      

支払利息 21,408  －   

持分法による投資損失 4,387  －   

その他 2,936  －   

経常損失 8,056 △0.0 － － － 

 特別利益 －  －   

 特別損失 12  －   

税金等調整前当期純損失 8,069 △0.0 － － － 

法人税、住民税及び事業税 18,477 0.1 －   

少数株主利益（控除） 7,775 0.1 － － － 

当期純損失 34,322 △0.2 － － － 
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3.事業の種類別セグメント情報 

当第1四半期 

                       （自 平成15年4月1日 

                   至 平成15年6月30日） 

 航空関連事業

（千円） 

生活関連事業

（千円） 

顧客サービス

事業（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ.売上高及び営業損益       

売上高       

１.外部顧客に対する売上高 4,750,408 4,840,268 7,477,330 17,068,008 - 17,068,008 

２.ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

又は振替高 116,105     11,652 - 127,757 （127,757） - 

計 4,866,513 4,851,921 7,477,330 17,195,765 （127,757） 17,068,008 

 営業費用 4,614,275 4,926,933 7,103,253 16,644,461 475,889 17,120,351 

 営業利益（又は営業損失） 252,238 （75,011） 374,077 551,304 （603,647） （52,343）

（注）１．事業区分の方法 

事業は、販売の対象及び方法、取扱商品、損益集計区分を考慮し、区分しています。 

２．各事業の主な商品及び販売形態 

(1）航空関連事業  ………航空機、航空機部品、航空機材、航空機備品、客室装着品、機内サービス品、

機内免税品、乗務員制服及びクリーニング、産業機材 

(2) 生活関連事業  ………食品、酒類、雑貨、宝飾、生活用品、通信販売（ｅ-コマース含む） 

(3) 顧客サービス事業………空港売店・空港内喫茶運営、保険取扱及びライフコンサルタント、印刷並に

メディア用品、建物及び附属施設等の施設管理、清掃、保守、警備、不動産

売買、賃貸、仲介及び土地有効活用を含むライフデザイン設計提案 

３．当第１四半期における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は604,576千

円であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用です。 
 


